
⊂調査コ童　戦前における電気事業の成長分析*

I　序章

§1はじめに　わが国の経済発展に関して,すでにい

くつかの優れた分析が行なわれてきた。しかしその間題

を,個々の産業にまでおりて分析した例は少ない。この

ような経済発展分析の産業別アプロ-子が,ここでの筆

者の立場である。本稿ではまず電気事業が選ばれた。こ

の産業は戦前のわが国経済の発展に貢献するところが大

きかったと思われるからである。もちろんこのような

keyinchユstryはこの産業だけではないから,他の産業

についても同様の分析が加えられなければならない。こ

のようにいくつかの産業の分析を積み重ねることによっ

て,経済発展の分析に寄与することができるであろう。

電気事業の成長過程については,数多くの論稿が発表

されているが,それらの多くは,歴史的事実を適当な統

計資料によって語るという内容のもので,しかもその議

論は,厳密な経済学上の概念のもとに行われたわけでは

なかった。また統計資料も既存のものが利用されるにす

ぎず,新たな推計が行われたわけではなかった。

本稿は,電気事業の成長過程を経済理論のタ-ムによ

って語り,そこに見出される若干の経済問題を分析しよ

うとするものである。たとえばこの産業の成長過程は,

労働・資本(input)の成長率と生産(01ユtptlt)の成長率の

推移によって論じられる。また生産性の変化は資本集約

度との関係によって分析され,収益性の変化は所得率・

附加価値率もしくは利潤率の変化によって論じられるO

またこの産業の分配関係は労働・資本の分配率という概

念を利用して分析される。それらがIIIの内容である。

分析に先きだふて統計資料の整備と推計が必要である。

IIはその目的に捧げられる。推計方法の詳細は附録とし

て掲げられる。

§2　分析の範囲　戦前の電気業界では,電気供給事業

と電気鉄道の合計を電気事業と呼ぶのがならわしであっ

た。 『電気事業要覧』(逓信省電気局,現在は通商産業省

公益事業局編)によると,電気事業には次の5っの種類

ネ)本稿の計算の一部は本研究所の電子計算機バ

ロースEIOlによって行われた。統計課の方々のご好

意を感謝したい。

があった1)。紬一般電灯電力供給事業, (B)電気事業に

電気を供給する事業, (0電気鉄道事業(D)AとCを兼

業する事業, (E)BとCを兼業する事業。 Aは一般家庭・

工執こ電灯・電力を供給する事業, Bは卸売業, DとE

は電気供給事業と電気鉄道を兼業する事業である。

しかしわれわれは,戦後における一般的な産業分類に

したがって,電気事業を電気供給事業と定義しよう。そ

れはA・BそれにD・Eのうち電気鉄道をのぞいた部分の

合計である。附録における推計はこの範囲で行われてい

る。また1932年以前では, BとEの事業の数値が計上

されていない.上述の推計作業では, 1932年以前のB

とEが適当な方法で推計され,統計系列の穴がうめられ

た。

しかしDとEを電気事業と電気鉄道とに分割したり,

ある期間におけるBとEを推計する作業には正確を新

しがたい点があるので,分析はAに限定される。第1

表でこの生産所得と従業者数は電気事業の60-90%を

しめるから,分析は電気事業の大部分を説明することに

なる。

§3　分析0-'期間　電気事業は1942年から国家管理と

なるから,分析の期間を『電気事業要覧』のはじまる・

1907年から1941年までとする2)。国家管理以前の電気

事業発展の経過は,次のような4つの時期に分けること

第1表　電気事業における-鍛電灯電力供給事
業の比重　　　　　　(1907, 1941年)

資料:電気事業,附表(4) ;一般電灯電力供給事業,純附加価値額は第2

表(9),従業者数は第3表(3)

1)各産業の自家用発電は,それぞれの産業の発展

にとって重要な意味をもつであろう。しかし本稿では

分析の対象としない。

2) 1906年以前の生産所得と従業者数は,附録にお

いて推計されている。しかしこれは電気事業の合計に

関するものであるから,本稿の分析には用いられない①
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第1図　電気事業の純附加価値額と従業者数

ができるように思われる。3)

I・創業期1887-髄紀末

II.飛躍期　　-1う20年頃

Ⅲ・競争期　　　-1932年

Ⅳ.独占期　　　-1941年

I・電気事業は1887年の東京電灯会社による電気供給

の開始以来,経済成長と関連して順調に発展した。第1

図はこの産業が世紀末まで急速な成長を経験したことを

示している。しかしその成長率は年々鈍化しており,

1900年頃には最低となっている。しかし従業者数(5ヵ

年移動平均)の増加率は10%'を下らなかった。

この期間における電気事業の大部分は火力発電による

ものであり,一般家庭などへの電灯の供給を主とし,電

力に向けられる割合は小さかった。

II.電気事業の本稗的な発展は日露戦争後であった。

東京電灯による猪苗代水力発電所からの長距離高圧送電

の開始(1914年)は,この期間の特徴をよく表わしている。

これは電力供給能力の大巾な増大を可能にし,電気料金

の引き下げの可能性を与えた。一方,既存工場の電化

(1901年以降)の進展と新規産業の勃興によって,電力

需要は激増した。第1図でも附加価倍額と従業者数は急

激に増加している。従業者数は1910年代の後半に約30

3)本項については川村泰治・小林康・藤井淳雄

「電気事業の構造」(『現代日本産業講座』 Ill, 「エネル

ギ-産業」岩波書店1960年)に負うところが多い。
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%の増加率を示している。

火力から水力-,電灯から電力-の転換はいっそう決

定的となった。水力発電力は1911年に火力発電を上回

った。 1910年代の後半には水力発電力の割合は約70%

となり,この水準はその後もほとんどそのまま持続する。

一方電力需要量の割合は, 1941年にいたるまで直線的に

上昇し1917年にはじめて電灯需要量をこえた。

III.第1次大戦後,ようやく電力の過剰が生じ電気事

業は過激な競争の時代に入る。電気料金は低落し事業の

収益は低下した。この傾向は昭和恐慌期に決定的とな?

た。.第1図でも附加価値額と従業者数の増加傾向はこの

期間に停滞している。このなかで企業の集中化が進行し

た1929年に5大電力は全国発電力の50%を集中し,

1932年にはついに電力カルテルが結成された。

IV・これで電力ダンピングは終臆し,地域独占が容認

されると同時に電気料金は認可制となって,名実ともに

公益事業となった。そして1942年電気事業は国家管理

に移されるのである。かくてわれわれの分析は,飛躍

期・競争斯・独占期の3つにまたがることになる。

II　統計資料の整備

§4　投入・産出に関するデータの整備

(i)記号。資料の推計に入るまえに本稿で用いられる

記号をまとめて掲げておこう。
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0:生産額　　y:純附加価値額(純産業別国内国民所

得)　㌢:粗附加価値額(粗産業別国内国民所得)

X:純所得(産業源泉別国内国民所得)　U:支出

・Q:利潤　　W:貸金・俸給支払額　　Z:利子支払額

T:直接税　　D:減価償却費　　M:原料・燃料・動

力費　　L:労働時間　　k:資本ストック　　∂:粗生

劇生(労働単位当り実質生産額) (4-1) ∂≡91釜:
_乙

純生産性(労働単位.当り実質純所得) (4-2)乏=XI
L

・k:資本集約度(労働単位当り資本ストック) (4-3)

・倉…旦ih:労働・燃料比率(労働単位当り実質燃料消費
L

噺(4-4)伝-芸　pE:電気料金指数　Po:石

炭価格指数　　p :電気石炭相対価格 (4-5) p…

A:純附加価値率(4-6) X=ヱ1′:粗附加価値率
o

(4-7) X′-芸　で:所得率(4-8)拝芸　RL:

労働分配率(4-9) BL-芸 RK:資本分配率(4

-10) RK-豊　6:労-上ヒ率(4-ll) 」≡-
w

o

声:実-潤率(4-12)声≡霊　∂:実質資本係数

(4-13) ∂≡隻　L2:原単位係数(4-14) Q≡些
X oA

EL:労働の生産弾力性　　G{ ):諸量( )の増加率

*:パラメーターが5%で有意。

(ii)産出統計の整備。第2表の欄(1)の生産額0は電

*J一電力の供給からえられた収入の合計である。この事

業には兼業もあるが,これは適当な方法でのぞかれてい

る(くわしくは附録をみられたい。第2表の他の系列の

推計も同様である)。

欄(2)には支出額Uが示される。それは賃金・俸給,

利子,直接税(法人税・営業収益税),減価償却費,原、

料・燃料・動力費から構成される。

(4-15) U-W+Z+T+D+M

支出の原系列には兼業費もふくまれているが,この表で

はそれを控除したものを掲げてある。

生産額と支出の差を利潤Qと定義しよう。

(4-16) Q-O-U

この値は(3)に与えられる。

支出の各項目の数値は(4)-(8)に掲げられる。ここで

肝は従業者数(俸給受領者をふくむ)に,従業者1人当り

賃金・俸給を乗じてもとめられる.従業者数の数値は第

3表の(3), 1人当り貸金・俸給は附表の(3)に示される。
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Z,T,Dについては,デ-タがある期間とない期間とが

ある。デ-タのない年次は適当な方法で推計された。

このようにU,W,Z,T,Dの各系列が準備されると,

(4-15)からMが残差として導かれる。これは原料費・

燃料費・動力費の合計であるが,この産業においては燃

料費がその大部分をしめるものと想像される。

これらの系列から純附加価値額Yと粗附加価値額Y′

の系列が算出される。これらは次のように定義される。

(4-17) Y≡Q+W+Z+T

(4-18) T…Q+W+Z+T+D

Y( Y')は国民所得概念では純(粗)産業別回内国民所得で

ある。これらはこの産業が生み出した国民所得の合計で,

そのなかには他の経済部門に帰属するZとTがふくま

れる4)。附加価値額から他の経済部門に帰属する部分を

のぞいた国民所得が産業源泉別国民所得で賃金・俸給と

利潤の合計である5)。これを簡単に純国民所得ガと呼ぶ。

(4-19) X=Q+W

Y,Y′,Ⅹという一連のoutputの系列は同じ表の(9)-

(ll)に掲げられている。

以下における分析のために, O,xを電気料金指数PE

(1934年-100)でデフレ- 1、した系列も用意する。第3

義(1)(2)の∂,度がそれであるO ^によって変数の実質

額を表わす。 PEについては§5で説明が加え与れるO

電気事業における燃料はほとんどが石炭だから6), 〟を

石炭価格指数PrF)でデフレ-卜する(8)の座がそれで

ある。

(ii)労働時間の推計。労働時間数Lは,従業者数に年

平均労働時間を乗じてもとめるO従業者数は会社重役,

職員,職工などの合計である。年平均労働時間ノは, 『賃

金毎月調査』における「ガス・電気・水道業」の1ヵ月

平均実際労働作業目数8)に, 1日当り実労働時間数×129)

4)支出には地代が含まれているとみるべきである。

これはZとTと同様附加価値となる。しかしこの大
きさは原資料では計上されていないので無視する。

5)厳密には,利潤のすべてがこの産業に帰属する
とはかぎらない。ここでは利潤にふくまれている配当

金の1部分は,他の産業に流れるからである。

6) 1912年以後電気事業全体について,燃料消費額

とその内容が知れる。それによると1912年には石炭
消費額は燃料消費額の89%,1941年では98%をしめ

ている(『電気事業要覧』 No.34,p. 129)。

7) Paは商工大臣官房統計課『物価統計表』によ
る全国石炭卸売価櫓指数を用いる1930年以後は日

銀の東京石炭卸売価格指数とリンクする.

8)日本統計研究所編『日本経済統計集』日本評論
新社1958年,p.291.
9) Ibid.,p.289.
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第2表　投入・産出に関するデータ-その1

(一般電灯電力供給事業)　　　　　　　　　　　　(単位　千円)

を乗じて推計される。 1925年以前は1926-30年の平均

値が仮定される(4)(S)がそれである。

(iii)資本ストックの推計(暫定)。 『電気事業要覧』の

固定資産には当然土地がふくまれるとみられる。しかし

固定資産のくわしい内訳は不明で土地を分離することは

できないので,ここでは狂見氏にしたがって発電力から

推計する方法が採用される。すなわち資本ストック飢ま,

水力・火力別発電力に1934年における水力・火力別発

電所建設費(kw当り)を乗じ,各年について水力と火力

を合計したものである。その結果は1934年価櫓におけ

る資本ストックの実質価値である。この推計では,水

力・火力別に,資本ストックの価値の変化がcapacity

の変化と一定の関係にあることが前摸される10)n

資本ストックの系列は主として生産力の分析に用いら

10)この点については次の問題がある。ダムの建

設は,建設の容易なところから次第に難かしいところ

へと進行するから,収穫逓減が発生する。したがって

資本ストックの価値とcapacityとの問に一定の関係-,I

はありえない,というものである。収穫逓減が進行す

る過程では,資本ストックの増加にくらぺてcapacity

の増加は小さい。また発電設備の技術的水準の上昇は,.、

ちょうど逆の問題を生み出す。技術進歩は,資本スト

ックの価値の増加より4,より大なるcapacityの増加t

を可能にする。しかし技術進歩は資本の質の向上であ

るから,そのとき資本の価値自体が増加したと考える

立場もありえよう。われわれの資本ストックの概念は>.

このような技術進歩の効果をふくむ。ここで上述の収

穫逓減はマイナスの技術進歩と考えておけばよい。

しかしこのような資本スTLックの概念規定には,守

はり問題が残るであろう。本稿におけるこの推計は暫

定的推計とし,後日別の方法で推計を試みたい。
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第3表　投入・産出に関するデ-タ-その2
(一般電灯電力供給事業)　　　　　　　　　　　　(*は6ヵ年移動平均)

備考:∂ヱE^虚ox右爺は1934年価椅oデフレ-9-(Pe.Pc)は第4表(S)(7)O S-豊富三芸£≡至-≡雲

れるから,未完成の設備は資本ストックからのぞかれる

べきである。故に発電力は落成発電力11)のみとする。

1934年のkwあたり建設費は,狂見氏の推計では水

力が430円,火力が150円である12),,これがそのまま利

用される。且の推計結果は第3表(6)(7)に示される。

笥5　電気料金指数の推計13)　電気料金指数PEの推計

ll) 『電気事業要覧』 No.34,pp. 72, 74.

12)狂見康一『日本の資本形成の推計丁構成要素

別その1』(一橋大学経済研究所資料B33, 1959年7

月)p.6.

13)これは一橋大学ロックフェラー研究プロジェ

クトの1部として行われた。拙稿『電気料金指数の推

計, 1907-1960(試算)』(資料D22,1962年12月17日)。

には2つの方法が考えられる。 1つは定額灯・従量灯・

大口電力・小口電力別の料金を調べ,それから料金指数

を推計する方法である14)。もう1つの方法は,電灯綜合

単価と電力綜合単価を推計し,これらの系列を電灯・電

力需要量のウェイトで加重平均する簡単な方法である。

第2の方法では,電灯・電力の料金はそれらの平均価

椅しかえられず,そこから推計される電気料金指数には,

電灯・電力収入のそれぞれの構成の変化の影響が入って

14)たとえば藤野正三郎「戦前における電力需要

について」電力経済研究所・電気料金小委員会『電気
料金に関する理論的並びに実証的研究』研究報告,級
済5601,No.4,1956　年4月。
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くる。たとえば料金体系が一定でも料金がやすい大口電

力需要の比重が高くなれば,料金指数は低下することに

なる。

しかし第1の方法にも問題があるO　それは電気料金の

体系はきわめて複雄であり,さらに料金体系は各社にお

いてそれぞれ異ることから生ずる。だからこの方法でも

何らかOj意味で平均料金を用いたり, 1社の料金体系の

推移で全体を代表させるという便宜手段がとられること

になる。もう1つの問題は,第1次大戦以後に一般化し

た電力過剰の時期に,電力は通常の料金を大きく下回っ

て売買されたことである。この傾向は昭和恐慌時に激化

したが,そのような時期には電力料金は相手によって異

り,電気料金の体系はなきにひとしかった,といわれて

いる。

このような事情を考慮して,ここでは第2の方法を採

用する。そのた糾こ,まず電灯・電力の綜合単価(平均

価格)を推計する。これは電灯収入または電力収入を電

灯需要量または電力需要量で除して求められる。

電灯・電力収入の統計は, 1908年以降についてえられ

る15)。 1907年は収入額が電灯・電力・電卓など種類別

に集計されていない。この収入合計を1908年の収入構

成比で分割し,電灯.電力収入を推計する。

電灯・電力需要量は1930年以後についてえられる16)。

1929年以前の電灯需要量は電灯数とリンクして推計す

る。すなわち1930年から10年間について電灯1個あた

り消費電力量をもとめ,このトレンドを直線回帰で計測

する")これを1929年以前に延長して,その期間の電

灯数に乗ずれば電灯需要量の推計値がえられる。この期

間の電力需要量は,電灯・電力総需要量より推計された

電灯需要量を差し引いてもとめられる18)。

電灯・電力総需要量は発電電力量とリンクして推計す

る。 1930年から10年間において,発電電力量にたいす

る総需要量の割合はほぼ一定である。この平均値0.77119)

15) 『電気事業要覧』 No.43,pp.374-78,ただし電

気事業者のみ, 1932年以前は電気事業に電気を供給

する事業がふくまれない。

16) Ibid.,p.349.

17)電灯1個あたり消費電力量を刀とすれば

D-77.545-2.039(」-1929)　　　単位はkwh)蝣

18)電力需要量を電動機設備(kw　でリンクして

推計することも考えられるが,両者の比率は景気変動

の影響のために安定的ではない。

19)この数値をiから差し引いた値が,電力損失

率
発電電力量-電力需要量

発電電力量
である。すなわち1907

-1929年で電力損失率を22.9%と仮定することになる。
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を1939年以前の発電電力量に乗じ,総需要畳をうる。

ただし発電電力量は, 1913年以前と1922年にはデ-タ

がないので発電力とリンクして推計する。

推計された電灯・電力の総合単価は第4表(2) (3)に示

される20)。 (4) (5)の電気料金指数は,電灯・電力綜合単

価を1934年における両者の需要量ウェイトで加重平均

したものである21)。 (第2図参照)

資料:第4表(4　6

III　分析

§6　投入・産出の変動とその分析　第3図には,純所

得夏,労働時間L,資本ストックKの増加率の推移が示

される。まずこの産業の成長率G(澄)をみよう。これは

分析期間のはじめには20%をこえるきわめて高い水準

を示し, 1920年まで低下している。 1920年にいたるこ

の期問は, §3でのべたように,ちょうどこの産業の飛

躍期にあたっている。

次に成長率は明瞭なサイクルを招いている。そのピ-

クとボトムを記すと次のようになる。

電力損失率は戦後については次の値を示している(過

産省公益事業局調。電力経済研究所,日本産業構造研

究会編『日本産業構造の課題』上巻中央公論社1956.

年　p.516より引用)。
1951年　25.03%
1952年　23.70
1953年　21.90
1964年　20.00

はじめの年次に損失率が高いのは盗電のためである。

20)　これによると1907年より電灯料金は低下し,

電力料金は横這いかむしろ上昇ぎみである。京都電灯

の社史によると,この頃電灯料金は低下している(「電

気事業の構造」 pp.112-3)。また東京電灯の社史によ

ると,東京電灯は1908年に電灯料金の実質的切り下

げを行い,さらに駒橋発電所の落成後1911年と1912

年にも料金を改正し値下げしている(『東京電灯株式会

社開業五十年史』 1936年　pp.98,107)。したがって

電灯料金の動きは納得できる。電力料金の変化は明ら

かではないが,この頃には電灯料金と同じように低下

したのではないかと思われる。そうするとわれわれの

電力料金の初期の推計には問題がありそうである。

21)仮定されたウェイトは1934年の1つだけであ

る。期間が長いのでこれは無理であったかもしれない。.
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第4表　電気・石炭価櫓と相対価樽　　　　　　(*は5ヵ年移動平均)

備考=匹雷 PEとPcは1934年=100

ボトム　1920　　　　　ピ-ク　1925-6

ボトム　1930　　　　　ピーク　1933-5

ボトム　1937-8

すなわちこのサイクノレは約10年の週期をもつ。

純所得は生産額o^と所得率でによって決定される。同

じ図でG(吾)とG(8)の問には密接な関係がある。す

なわちG(丘)の変動はt?(0)の変動に規定されている。

しかし1930年代にG(普)はG(♂)を下回る。これはで

の低落によって説明される。 a(♂)の変動は景気変動と

密接な関係がありそうである　G(8)のボトムは不況,

ピークは好況期に属する。このことは電気需要∂が経

済の変動に左右されることを示している。

次に第4図をみよう。左のスケールには純生産性G(ゑ)

が示される。 (4-2)より

(6-1) G(身)=G(L)+G(釜)

がなりたつ。いまG{L)とG(釜)の2つの曲線を比較し

よう。そのことから次のことが知れる。第1に1920年

までの飛躍期には, G(L)はG(倉)よりもつねに大きい。

そして競争期・独占期では平均してG(乏)の方が大きいO

第2に,これらの増加率はともに10年のサイクルを示

し,それらは5年のラグをもった糾こ, G(L)のピーク

とG{z)のボトムが一致するというように, 2つのサイ

クノレはちょうど逆の関係になっている。

この結果は,経済学的には次のことを意味している。

第1に,この産業の初期における急激な発展は,もっぱ

ら生産性の増加ではなく,労働の増加によってまかなわ

れた。この産業の発展はいわば「水平的」であった。し

かしこの時期がおわると,この産業の成長は,どちらか
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第3図　投入・産出の増加率(%)
(一般電灯電力供給事業)
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というと生産性の増加によってもたらされた。これは火

力発電から水力発電への転換を反映している。第2にこ

の産業では,労働集約的生産と労働節約的生産とが一定

のサイクルをもって交互に現われたことである。この現

象は興味深いが,その理由はまだ明らかではない。

労働生産性の増加率は,当然,資本労働比率あるいは

資本集約度kの増加率と密接な関係をもつことが予想さ

れる。 (4-3)より

(6-2) G(K)=G(L)+GOc)

第4図にはG(2)が示される。 G(2)とG{L)との和が

第3図のG(i?)となる。

まずGOc)をG(L)と比較しよう。その結果次のこと

がわかる。飛躍期ではGIL)がGOc)よりつねに高く,

それ以後では平均してG{tc)の方が高い。すなわち飛躍

期における資本設備の急速な拡大(分析期間の最初の年

次には,その増加率は実に40%をこえていた)は主とし

てcapitalwideningによって実現され,それ以後の資

本設備の増加はcapital deepeningによるところが大き

い。これは,飛躍期に資本集約度の小さい火力発電が支

配的で,その後資本集約度の高い水力発電が支配的にな

ったことを意味している。また00c)は10年のサイク

ルを描くが,それらはちょうどG(L)のサイクルと逆の

関係になっている。その理由は明らかではない。

次に(?(fc)をG(釜)と比較する。 2つの曲線の形は完

全に一致し,生産性が資本集約度によってよく説明され

ることを暗示している22)。

同じ図の同じスケ-ルにo^の増加率が描かれる。

22)試みにa;^をjEで説明する生産力関数を計測し

てみる。その結果は
10gx--0.49744+0.63902log岸　γ2-0.6

(0.03406
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第4図　労働単位当り投入・産出の増加率(%)
(一般電灯電力供給事業)
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(6-3) (?(<?)…G(L)+G(o)

G(S)はG(釜)とほぼ同一の変動を示す。これはG(♂)と

a(澄)の変動のパタ-ンが同じであることの結果であるo

G(a)とG(釜)の問に緊密な関係があるから. G{S)と

Gltc)の間にも明らかに相関がみとめられる23)。また図

のいちばん下には労働・燃料比率すなわち労働単位当り

実質燃料消費額7Thの成長率が描かれている,(4-4)より

(9-4) G{廠)≡G(L)+G(m)

火力発電には大きな変動があるため, Gkm)はG(♂)に此

して大きな変動を示す。 1923,31の両年には40%をこ

え, 28年には-20%となっている。しかしG(茄)の

サイクル峠, G(3)のサイクルとほぼ完全に一致してい

る2*)。

分析期間のはじめではまだ火力発電が主であったO　し

かし次第に水力発電のウェイトが増加し,さらに大正の

末期には火力発電は需要の増加や渇水による水力発電の

不足を補うという従属的な地位におかれることになった。

したがって電気需要が増加する時期には,火力発電は大

きく増加し,火力発電のウェイトも増大することになる。

1923年と1931年に燃料消費が急激に増加したのは,そ

23) 8とkとの間には次の関係が計測される。
Iog0--0.46607+1.01987log岸　γ2-0.93414

(0. 05029)詛

24) Sとあとの問には次の関係があるo
log0-0.52130+0.99795log銑　γ2-0.93107

(0. 05042) *

かくて0-とft, Oとihとの問には密接な関係があるか

ら,次の関数を計測してみる。
Iog S-0.01709+0.64461 log岸+0.51730log爺　γ2-0.98146

(0. 06238) *　(0. 91936) '

2つのパラメ-メ-は高い信瀬水準で有意であり,棉

関は非常に高い。すなわち,粗生産性は資本集的度と

労働・燃料比率の双方によって説明される,といえるo



October 1963 戦前における電気事業の成長分析

うした理由によるものである.実際G(♂)の変動が示す

ように,この両年には電気需要は大きくのびたのである。

§7　所得率の変動とその分析

(i)附加価値率の産業別比較。電気事業所得率の分析に

入るまえに,他の産業の所得率と此較して,この産業の

特殊性を明らかにすることは,決して意味のないことで

はない。ただし戦前の産業別所得率の推計は,いずれも

厳密な意味での所得率ではない。その分子の所得には利

千,直接税などがふくまれているからである。すなわち

その推計は,われわれの定義における(純)附加価値率に

はかならない。第5表には統計局,大蔵省,経済安定本

部,復興委による産業別附加価値率の推計結果が示され

ているO　これらも所得率と呼ばれているが,実際には附

加価値率である25>n　これらの推計の年次は, 1930年であ

25)篠原氏の戦前における産業別所得率も実際に
は附加価値率である。篠原推計では電気がのぞかれて

いるので,第5表には掲げていない。それは第10表

に示される。推計結果は大蔵省推計に非常に接近して

いる(篠原三代平『所得分配と賃金構造』岩波書店
1955年　pp.52-3)。

第5表　附加価値率の此較(他の推計との比較および
他の産業との比較, 1930年)　　(単位%)

備考: (1)一般電灯電力供給事業,ただし( )内は電気事業計。
(2)(3)(4)ガス.電気業の合計　　(4) 1930-34年O

資料:(1)第2表より算乱　ただし( )内は附表(6).

(2)(3)(4)山田雄三編著『日本国民所得推計資料』増補版東
洋経済新報社1957年　p.65より引用。

-345-

るから,電気事業に関するわれわれの推計結果もこの年

次のものを引用してある。

まず電気事業の附加価値率の諸推計を比較しよう。大

蔵省推計は80%でわれわれの推計値78%に最も近いか

ら,産業別比較は大蔵省推計で行なうのがよい。それに

よると電気事業の附加価値率は,他の産業に此してきわ

めて高い水準にある。他の産業のうちでもっとも高い印

刷業でも62%であり,電気事業より18%も低い。

(ii)水力.火力別所得率,附加価値率とコストの内容O

電気事業の附加価値率がこのように高い理由として,水

力発電の存在が考えられる。水力発電では原料・燃料は

ほとんど必要でないから,その所得率・附加価値率は非

常に高いと予想されるからである。

資料の関係で推計が此鮫的簡単と思われる年次の1つ

として1912年を選び,水力・火力別附加価値率,所得

率を推計したのが第6表である。これによると附加価値

率では水力が93%,火力が76%と水力が圧倒的に高い。

所得率でも水力が84%,火力が71%と水力が高い.

所得率,附加価値率の水力・火力別櫓差の原因を知る

た桝こ,同じ表に支出総額を100とした支出各項目の構

成比が算出されている。これによると,支出の大きな部

分を占める賃金・俸給の構成此は水力・火力でそれぞれ

68%, 52%と水力の方が大きい。利子支払額は13%, 5

%であり,両者には大きな差がある。水力発電では設備

が大きいから支払利子が大きくなるのは当然である。税

金の額は支出のうちでは大きな比重をもたないO次に燃

料費と減価償却費の合計(これはU-W-Z-Tとして推計

される)M'の割合は水力で1CO/火力で40%であり,

圧倒的に火力の方が大きい。水力はその固定資本が大き

いために減価償却費も大きいと予想されるが,火力にお

ける燃料費がそれ以上に大きいためである。

かくて水力の費用のなかで大きな割合をしめるw,z,

(それに.T)は附加価値になるから水力の附加価値率は高

い。しかし火力では燃料費が費用の大きな部分をしめる

第6表　水力・火力別附加価値率・所得率・分配率(1912年)　　　　(単位千円)

備考:水力・火力計は第2表の数値に同じo
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から,その附加価値率は低くなるのである。

(ill)所得率の長期的低下と利子費用の増加。第5図に

は所得率77と共に純附加価値率),粗附加価値率1'の推

移が描かれている。これらはすべて5ヵ年移動平均値で

数値は第7衰(1)(2)(3)に掲げられている。まず所得率

は若干の短期的変動を伴いながら下降トレンドを示して

いる。分析期間のはじ糾こは約75%であったが,最後

の年には30%を下回っている。重要なことは,この事

実が,所得率の高い水力発電のウェイトの増加にもかか

わらず生じたことである。つまり水力・火力別の所得率

は急速に低下したのである26)。

考えられる大きな理由は利子支払額の増加である。こ

26)資料の関係から分析期間の後半の年次につい

て,水力・火力別に所得率を推計することは難しい。

それは,大部分の企業が水力発電と火力発電を同時に

行なっているが,統計はそれらの合計についてえられ

るにすぎないからである。

研　　　究 Vol. 14　No. 4

の事については2つの事実を指摘しておく必要がある。

1つは,この期間に大きな設備を必要とする水力発電が

支配的になったことである。莫大な設備投資は自己資本

ではまかないきれず,社債・借入金が増加し,社債・借

入金の増加は利子費用を膨脹させた。第2は大正の末期

から,渇水期の処置のため都市に補給火力発電所がつく

られたことである。これは企業にとって二重設備であり,

資本をいたずらに増大させ利子支払額の増加を招いた。

また1923年東電が英貨債300万ポンドの起債を行なっ

たのをはじめとして,外資導入は盛んに行われた。この

ような傾向が企業の収益を圧迫したことはよく知られて

いる。

利子支払額の増加が所得率を低下せしめた大きな要因

であるということは,甲と)の差が年々拡大しているこ

とからわかる。なぜなら(4-6) (4-8の定義式から

(7-1)り≡ょ-蔓lヱ
0

第7表　所得率,分配率,利潤率など(一般電灯電力供給事業)　　　(5ヵ年移動平均)

備考ニス-芸1,-苦り-芸'-」*-wv
xRk-呈-1-Slf-器で哉p-≡霊-e-芸-警
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第5図　所得率,分配率,利潤率などの推移
(一般電灯電力供給事業)

.1 ll 13 15 17 1921 2325272331 33353739年

資料:pは第4表その他は第7表O

であるが,直接税Tは小さく,甲と)の差はほぼ生産額

にたいする利子支払額の割合になっているからである。

(iv)附加価値率の変動と相対価格および原単位係数の

変動。次に附加価値率)の変動をみよう。 1は1930年

頃までトレンドとしてはほぼ一定であり,短期的には明

瞭な循環を招いている。そして1930年以後急激に低下

している。 1930年頃には約80%であったのが,分析期

間の終りには43%となっている。

周知のようにAは利子支払額とは独立である。したが

って)の変動は,利子とは別の要因によって説明されな

ければならない。まず考えられるのが減価償却費である。

設備の拡大は当然減価償却費の増大を結果するからであ

る。そこで減価償却費とは独立な粗附加価値率1'との

差をみよう。 (4-7)より

(7-2) X'-芸≡誓-A+芸
であるか.ら, )と}'との差は生産額にたいする減価償

却費の割合を示す。その差は1930年以後増大している。

すなわち減価償却費の増加が純附加価値率低下の1つの

要因である,といえよう。それでは減価償却費と独立な1'

の変動は何によって説明されるか。 (4-15) (4-16) (4-

18)より　y'…0-M　であるから(4-7)によって

(7-3) X'≡11些
0

がえられる。すでにのべたように〟は石炭消費額には
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ぼひとしいから　1,=1一旦些
pEう　ここで(4-5)(4-

14)によって}'は次のように書きかえられる。

(7-4) X=1-壁
p

ここでβは電気を1単位生産するに要する石炭消費量

(一般的には燃料消費量)であって,原単位係数と呼ばれ

る。すなわち粗附加価値率は,原単位係数βと電気・

石炭相対価格pから構成されることになる。

ところで第2図はPEとPcの変動を比較したもので

ある。これによると両者のタイミングと振巾に差があり,

それがpの変動を生んだことが知れる。とくに1910年

代の後半におけるpの急激な低下は, Poの上昇がPE

の上昇より2年ほど先きんじて生じたためである。

pが高い水準を示した1911-4年頃はだいたい不況の

時期であり,それが急激に低下した1917-20年頃は好

況の時期であったことに注意したい。すなわち電気・石

炭相対価格は不況期に上昇し好況期に低下した。これは

電気料金の変動が比較的小さいのに反して27),石炭価格

が好況期には上昇し不況期には低下するためである28)。

βはすでに推計された0と〟の系列から容易に算出

される。その推計結果は第7表(4)に示される。 pは第4

義(8)に与えられる。第5園にはpと32の推移が描かれ

ている。まずL2をみよう。これは1930年頃まで直線的

に低下し,ほとんど変動がみとめられない。 βの低下は

水力発電のウェイトの増大(水力発電では燃料はほとん

どゼロである)と,火力発電自体の効率の上昇によるも

のである。しかしβは1930年から若干上昇し,数年後

にはふたたび一定となっている　1930年から上昇する

のは,こ,の期間に火力発電がふえたためである。発電量

は1914年以降水力・火力別に集計されているが,これ

によると,火力発電量の割合は1932年から1939年にか

けて大きく上昇している。すなわち1931年には　9.2%′

であったが, 1939年には25.2%にまで上昇している*サ

水主火従という表現が示すように,火力発電は水力発電

の過不足を補うという地位におかれていた。この期問に

27)電気料金は硬直的であるというのが通説とな
っている。戦前において電灯料金はたしかに硬直的で

あった。しかし電力料金は若干の変動を示している。

電力料金は,戦前において需要供給の関係で自由にき

まったから,景気変動の影響をかなりうけたのである。
28)電気・石炭相対価格の変動の原因については,

電気・石炭の需要構造の相違が考慮されなければなら

ない。この間題は別に論ずることにしたい。

29) 『電気事業要覧』 No.34,pp. 76-7.
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火力発電がのびたのは,水力発電の発電能力を上回る需

要の増加があったためである。第3図で生産量すなわち

電気需要は1930年以後急速に上昇している。

さて(7-4)式から, Dの低下は1'の上昇を意味する。

しかし1'は実際には低下したのである。 (もっとも32の

1930年以後の上昇は,たしかにその期間における1'の

急激な低下の大きな説明要因となっている。)さらにβは

1930年頃まで著しい循環をもたない。し_かしこの期間

の1'には明瞭な循環が見出される。このようにして, 1'

の長期的・短期的変動のパターンに関しては, βは有力

な説明要因とはならないO　このことは当然, }'の変動は

pの変動に著しく依存することを物語っている。実際,

第5図における1'とpを比較すると,両者の変動のパ

ターンは,長期的にも短期的にもよく一致することを知

るのである。すなわち粗附加価値率の変動は、,主として

電気・石炭粕対価楯の変動に依存するのである。

以上の分析から,所得率の長期的低下には,利子費用

・と減価償却費のいわゆる資本費用の増加が1つの原因と

して作用したこと,そして電気石炭相対価格の長期的低

下がその重要な原因であったことがわかった。さらに所

得率の短期的変動になると,相対価椿の変動が決定的な

説明力をもつことを知った。一言にして所得率の変動は,

相対価椿の変動に規定される,といっても大過はないで

あろう30),所得率変動の原因に関しては,篠原氏によっ

て1つの仮説が提供されている。それは,所得率の低落

は原料の相対価櫓の上昇による場合が支配的である,と

いうのである31)。電気事業に関するわれわれの分析は,

この仮説が正しいことを証明したといえる。

専8　分配率および利潤率の変動とその分析

(i)分配率の産業別比較。労働分配率耳乙の5ヵ年移

動平均が,資本分配率RKとともに第7衷(5)(6)に掲げ

られる。これらは(4-9) (4-10)において,純所得Xに

たいする賃金・俸給支払額W,または利潤Qの割合と

定義されている。

戦前における産業別分配率には,篠原推計がある。た

だしこれとわれわれの電気事業の推計値とをそのまま比

較することはできない。それは分配率の概念に相違があ

るからである。篠原推計は賃金支払額を附加価値額Yで

除した割合である。分子に俸給がまったくふくまれない

こと,分母に利子e直接税など他産業に帰属する所得が

30)りとpの間には次の関係が計測される。
可　9.01342+77.37193 logp　　γ2-0.82739

(3. 65690) *

31)篠原三代平『所得分配と貸金構造』 p.92.
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ふくまれるという点において,われわれの概念と異って

いる32)。そこでわれわれの推計を篠原氏の定義にあうよ

う修正する。

俸給をふくまない賃金支払額を肝と区別してW',篠

原氏の労働分配率をRLと区別してR'Lとしよう。

(8-1) R'l-筈
Yはすでに推計されているから,問題はW'の推計にあ

る。賃金率(俸給をふくまない)をW',賃金労働者数を

L'とすれば,

W'=w'-L'

W'の系列は附表からえられる。 L'は次のように推計さ

れる。 『電気事業要覧』では, 1932年以前について従業

者の構成を知ることができる。ただしそれらの数字は事

業種類別に集計されておらず,電気事業と電気鉄道に属

するあらゆる事業をひっくるめた数字にすぎない。そこ

で従業者の構成は,電気事業・電気鉄道に属するすべて

の事業においてひといと仮定しよう。この資料には従業

者として次の項目がある。イ)管理者,ロ)会社重役,

-)支配人,ニ)事務長,ホ)書記長, -)技師・技手,

り書記,チ)工手. >;)工夫,、ヌ)電車運転従業員,

ル)その他事務・工務。

このうち(イ-へ)を俸給受領者, (チ-ノレ)を賃金労働者

とみなすことには問題はなかろう。しかしい)はどれに

属するか断定することは難かしい。そこで第8表では,

これを俸給受領者にふくめた場合をA,賃金労働者にふ

くめた場合をBとして2つの系列が掲げられている。

ただし年次は篠原推計が1929年以降であるから1929-

32年とする。さらにこの表には全従業蜜にし吟る賃金

第8表　従業者の構成(電気事業・電気鉄道計,
1929-32年)

備考:俸給受領者…管理者,会社重役,支配人,事務瓦.書記長,技師・
技手,書記の合計。ただし( )内のB系列では書記をのぞく。賃金
労働者≡工手,工夫,電車運転従業R,その他事務・工務の合計O
ただしB系列では書記をふくむ。

資料: 『電気事業要覧』 No.34, p.ISO.すべての数字は電気事票に電気を
供給する事業をふくまない。

32) Ibid., pp.50-51.
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第9表　別の概念による労働分配率と労務費比率

(1929-32年)　　　　　　　(単位%)

備考: B'L-写(JF'-賃金支払額) E,-苫'
貸金労働者は第8表のA系列による。ただし( )の数字はB系列

による場合。

労働者の割合が算出されている。 A系列では約81-82

%であり, B系列では90%である.これを第3表(3)の

従業者数に乗じることによって,もとめるL'の数値が

えられる。

推計された労働分配率RL'は第9表に掲げられる。ま

たRL'をRLと比較すれば, 4年間の平均値はB'Lが17

-20%', RLは42%で,俸給を控除した労働分配率は

それをふくむ分配率の半分以下となっている。このこと

は俸給支払額の取り扱いいかんで,分配率の大きさが著

しく変わることを物語っている。なおこの表にはわれわ

れの分析対象である一般電灯電力供給事業を1部として

ふくんだ,電気事業全体に関する推計値も掲げられてい

る.T

第10表　労働分配率,労務費比率の産業別比較
(1929-32年平均)　　　　　(単位　%)

備考:S'z≡妄 B'l,e'の概念は妨9表の注をみよ0 1の概念は変らない。

南推計の( )内は,賃金労働者としてB系列を用いた場合O

資料:商推計,第2表より算出O篠原推計,篠原三代平『所得分配と賃金
構造』 pp. 52-30

第10表は,電気事業のわれわれの推計値を篠原氏の

産業別推計と比較したものであるOただし数字は簡単に,

比較可能な1929-32年の平均値である。これによると,
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電気事業に関する推計値は大きくとも20%をこえるこ

とはないのに反して,他産業のそれは大部分が30%以

上となっている。わずかに化学と食料品が, ll-20%の

間にあるのみである。とくに金属・製材などは55,64%

というきわめて高い値を示している。

労働分配率RLまたはR'Lは, (4-6) (4-8によって

次のように変形される。

3-2) RL-芸-TWo≡言

3-3) RL'-等-覧-盲
ただしEは(4-ll)で, E'は次の式で定義される。

(8-4) e'=塑
0

これらは生産額にたいする貸金・俸給(または賃金)支払

額の割合で一般に労務費比率と呼ばれるものであるO　こ

れは一定の生産額をあげるためにどれだけの賃金費用が

必要かを示すものである。

第10表には1とE'の推計値が同時に掲げられる。電

気事業の∈'は8-15%で,他産業のそれは5-20%であ

る。すなわち∈'に関しては,電気事業と他産業との間で

大きな差はみとめられない。これに反して1は電気事業

で著しく高い。電気事業の労働分配率の低位性は,この

産業の附加価値率が高いことと密接な関係をもっているC.

(ii)労働分配率の変動と労務費比率の変動。第5図に

は労働分配率BLの推移が図示されている。これには約

10年のサイクルがみとめられる。 PLは(8-2)に示され

るごとく,所得率りの逆数と労務費比率Eの積である。

まずでは長期的に低下しRLはほぼ一定であるから, RL

とりの長期的変動は一致しない。またRLの短期的変動は

かならずしもりの逆数の変動と一致しない。 RLの短斯

的変動のピ-クが,甲のピ-ク
1

したがって-のボトム
り

と一致する方が多い。かくして, BLの変動は7の変動

とはほとんど無関係である。

次にBLをEと比較しよう。一見して両者の間には,

緊密な関係があることがわかるo RLの長期的低下はE~

の長期的低下によって説明され, BLに見出されるサイ

クルは, Cのサイクルによってきれいに説明される33)。

甲が長期的に低下したにもかかわらずRLが上昇しなか

った理由は,甲の低下を上回るEの急速な低下があった

からである。また1930年代のりの大きな低下は, Eの

33)試みにBLとEの関係を計測すれば,
iJi-28.16632+27.42229 loge ㍗:-0.81843

(2.39860サ
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早っそう急速な低下によって相殺され,その結果RL

が著しく低下した。すなわち一定の生産額をあげるため

にどれだけの賃金費用が必要かという条件の変動が,こ

の産業の分配率の動きを規定したのである34)。

(iii)利潤率の変動と資本係数。前項までの労働分配率

の分析は,裏をかえせば,資本分配率RKの変動に関す

る分析にはかならない。 RKは定義によって BK-豊
であるが,分子・分母をともにPEでデフレ-トしても

変らないo RK-豊oこれは次のように展開されるo

RK-呈意。 (4-12) (4-13)により右辺の第1項が実質

利潤率声,第2項が実質資本係数Cnである。

(8-5) RK≡声・♂

RK藩cmの5ヵ年移動平均値は第7表(6)(8)(9)に掲げ

られ第5図に示される。針土長期的に低下しているが,

これは競争の激化による収益性の低下を如実に反映して

いる。もしもこの分析期間以前について資料がえられる

34)労務費比率E…W/0は分子と分母をPEでデ

フレ-トしても変らない。　E三秒!∂　ここでwは,

この産業の生産物を尺度として測った実質賃金である。

このように考えれば, Eはかなりよく生産の技術的条

件を反映している,ということができよう。したがっ

て本文中の分析は,労働の分配率の変動は労働の生産

効率の変動と関係をもっている,ことを示している。

この事実を別の指標で吟味しよう。

その指標は労働の生産弾力性
EL(隻/吾)であるo

さて§6の注で計測された生産力関数をもう1度掲げ

る。
log奮--0.49744+0. 63902 log fc ㍗ ;-0. 92389

(0. 03406) *

これを指数関数の形に直すと　念-0.32fc--ォ*　となる。

この関数形ではkがゼロのとき歪はゼロになると,

ノ阪定されている(すなわちこの関数は原点を通る)。そ

の結果ELは一定となっている。しかしa:^と元の関係

を図示してみると,その曲線は原点を通らず,プラス

の切片(約0.2)をもつことが知れる。そこで上述の関

数を0.2だけ座標変換し,倉-0.2-;かなる関数を設

定する。これを対数形に変形して計測すると
Iog(定一0.2) --0. Y9713+0. 88795 log *　　γ2-0. 92462

(0. 04708) *

となる。決定係数は前の場合にくらべてわずかながら

上昇している。このことは座標変換が妥当であったこ

とを物語っている。この関数からELをもとめると,

・i-l-0. 88796(ト誓)
となる。これに語の各年の値を代入して各年のELを

計算することができる。その結果は第5図に点線で示

されている。これによると, RLとELとの問には比

較的良好な相関がみとめられる。
BL-23. 28283+0. 25339 EL　　γ2-0. 42935

(Oi 06425) *
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ならば,この産業の創業期・飛躍期において高い利潤率

が支配し1909年の高い水準はその傾向の一部であるこ

とを知るであろう。これらの期間においてまだ激しい競

争は存在せず,この産業は高い独占的利潤をあげていた

と思われるからである。

これにたいして∂は長期的に上昇している。 1単位

の電力を生産するのに必要とされる資本ストックは長期

的に増加したのである。これは年を追うにしたがって大

きな設備をもつ水力発電が増加したことの結果であるo

針ま長期的に低下し, eは長期的に上昇し,その結果

RKはトレンドとしてはほぼ一定となっている。Pと∂

には短期的な循環も見出される。しかしその循環はちょ

うど逆の関係になっている.すなわち/7が高いときはCT

が低く, &が低いときは∂が高い。このことは,勘ま資

本の平均生産性の逆数であるから,資本の平均生産性と

利潤率の間には長期的にも短期的にも相関があることを

示している35)n LかLRKは/7の変動を反映して,短期

的なサイクルをえがいている。すなわちRKが長期的に

一定であったのは,利潤率と資本係数が逆の方向に変動

したためであり, RKの短期的変動は主として利潤率の

変動によって生じたものであるO

以上分配率の変動に由して2つの方向から分析が加え

られた。 1つは労働分配率の方向からするものであり,

他は資本分配率の方向からみたものである。すなわち分

配率の長期的-定性については,所得率と労務費比率が

逆方向に動いたことによって説明され,ついで利潤率と

資本係数が逆方向に動いたことによって説明された。ど

ちらが決定的であるかはにわかに判断できないが,おそ

らくは後者の説明が理にかなっているように思われる。

分配率の短期的変動は,所得率や資本係数によっては

35)　利潤率と資本の平均生産性との間に相関があ

。そうであるが,資本の限界生産力gX;との間ではど

うであろうか。それは前項の注で計測された生産力関

数を微分することによって

諾-0.89795 ‡一票)

をうるoここに緑の数値を代入すれば霊がえら

れる。その結果は第5図の点線で示される。それは曲

線pとよく類似している。両者の問には次の関係が計
測される。

p-0.09364+0.40807言霊　γ2-0・71955
(0.04731) *

この結果は前項の注におけるRLとELとの関係の分

析の結果から当然予想されるところである。
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説明されない。それはもっぱら労務費比率と利潤率の変

動に依存している。たとえばBLの上昇(RKの低下)は,

Eの上昇か声の低下によって説明された。 Eと戸とは当

然逆方向に動くものであるから,分配率の短期的変動に

関する2つの説明は,結局同一のことに帰する。

IV　むすび

本稿では,電気供給事業の成長過程が分析された。分

析の第1は生産に関するものである。ここではoutput

とinputの成長率のパタ-ンが検討された。そしてout-

putの成長率の変動は景気循環と対応していること,

inputの成長率にも明瞭な循環があることが指摘された。

さらに生産性と資本集約度の成長率の問に,緊密な関係

が見出された。

第2の分析は所得率の変動に関する。所得率の変動は

電気・石炭相対価格の変動によって説明された。好況で

は石炭価樽の上昇が著しく,相対価格が低下する。した

がって好況では所得率は低下し,不況では上昇する。

第3の分析は分配率の変動に関するものである。分配

率の長期的-定性については,労務費此率と所得率の逆

変動,または利潤率と資本係数の逆変動によって説明さ

れた。さらにその短期的変動は,もっぱら労務費比率と

利潤率の変動に依存することが明らかにされた。

この分析で用いられた統計デ-タは,すべて筆者によ

って新たに推計された。しかし原資料の欠如から,すべ

てが満足のいく推計ではない。とくに資本ストックの推

計には問題が多い。いずれ改善された推計をもとにして,

より正確な分析を行ないたい。　　〔南　亮進〕

珊録〕電気事業およひ電気鉄道の隼産所得
の推計36)

'§1はじめに　IIの§4では,電気事業のうち「一般

電灯電力供給事業」の生産所得の推計の概略がのべられ

た。本節では,電気事業全体と電気鉄道に関する推計の

方法と結果が紹介される。.ここで電気鉄道の推計が電気

事業の推計と同時に行われるのは,推計方法上の便宜の

ためである。

36)本推計は,一橋大学経済研究所におけるロッ

クフェラ-研究プロジェクトの1部として行われた。

これはすでに拙稿『電気事業の所得推計, 1887-1941』

(資料D-19,1962年9月28日)または『電気事業生産

所得の推計, 1887-1941年』(一橋大学統計学研究報告

No,4,1962年11月)として発表されている。
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推計は,これらの事業の生誕の年から,電力が国家管

理の下におかれる1942年の前年までの期間-すなわ

ち電気事業は1887年(明治20年),電気鉄道は1859年

(明治28年)37)から1941年までについて行われる。推計

には主として『電気事業要覧』と『鉄道統計年報』の各

年版が用いられる。これらの統計は推計期間の全部をカ

バ-しない。統計のえられない期間については,.ごく簡

単な方法で推計が試みられる。

Iの§2ですでにのべたように, 『電気事業要覧』は,

A～Eの5つの種類の事業に関するデータを提供してい

る。本文における推計と分析は,このうちAについて

行われた。ところでAとBはいうまでもなく電気事業

に属し, Cは電気鉄道事業である。そしてDとEの1

部は電気事業に,他の1部は電気鉄道に属する。

De-Dのうち一般電灯電力供給事業

Dr-Dのうち電気鉄道事業

Ee-Eのうち電気事業に電気を供給する事業

Er-Eのうち電気鉄道事業

したがって　電気事業-A+B+De+Ee,電気鉄道事業

-C+Dr+Er3電気事業と電気鉄道に関するわれわれの

推計においては, DまたはEとして分類されている各

事業を, DeとEeおよびD,とErに分割しなければな

らない。また電気事業や電気鉄道のあるものは,他の事

業(たとえば遊園地の経営)を兼営している。このような

兼業部分も推計からのぞく。 『電気事業要覧』では1932

年以前BとEのデ-タは計上されていない。それは適

当な方法で推計される。

本稿において推計される生産所得とは,この事業が生

みだした所得すなわち附加価値額である。これは収入か

ら支出を差し引きこれに賃金・俸給支払額と利子支払額

および直接税を加えて推計される。したがって生産所得

の推計に先きだって, §2では従業者数, §3では従業者

1人り当り賃金・俸給が推計される。これらの積として

賃金・俸給支払額がえられる。 §4では収入,支出の系

列が整備され,利子,直接税,減価償却費の系列が推計

され,これらの数値とすでにえられた賃金・俸給支払額

によって生産所得が推計される。またこれらの数値から

容易に附加価値率の系列も算出することができる。すな

わち本推計は,最初に附加価値率を仮定しそれを収入に

乗じて生産所得を推計するという方法とは違って,附加

価値率はいわば結果として推計される。また賃金・俸給

支払額も推計されるから,分配率の系列もえられる。最

後に§5では,デ←タが十分にえられない期間に関する

37)京都電気鉄遠の開業がそれである。
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推計が行われる(推計結果はまとめて附表に掲げる)。

§2　従業者数の推計

(i)電気鉄道従業者数の推計。 『鉄道統計年報』(以下

『年報』と呼ぶ)では,民間の鉄道は地方鉄道と軌道に分

けられる。推計される電気鉄道は,地方鉄道のうち電気

および電気・蒸気併用の事業,それに軌道のうち電気軌

道の合計である。推計は地方鉄道と電気軌道について別

々に行なわれ,それらを合計して電気鉄道の従業者数が

えられる。従業者は,職工・職員のほか管理者・会社重

役などすべてふくむものとする。

(a)地方鉄道。この事業(ただし電気,電気・蒸気併

用)の従業者数のデータは, 1908年以降ほとんどの年次

についてえられる。ただし1908-1916年では,原動力

による事業種類別(電気,蒸気など)の集計が行われてい

ない。そこで1919年をベースとして, 1908-1916年の

各年についてすべての会社の中から電気および電気・蒸

気併用の会社を選び,その従業者数を集計する。

(b)電気軌道。デ-タは, 1913年と1926年以降の

全年次についてえられる1914-1925年は運輸従業員と

リンクして推計する。1912年以前はデ-タがまったくな

い。しかし『電気事業要覧』(以下では『要覧』と呼ぶ)

では, CとDの従業者数が知られるoこの期間ではD

の大部分が電気鉄道でDはほぼDrにひとしいから, a

とDの合計は電気鉄道に近い。さらにこの期問では電

気鉄道の大部分が電気軌道であるから, CとDの合計は

電気軌道の動きを忠実に反映している。そこで電気軌道

の従業者数は, CとDの従業者数の合計とリンクして

推計する。

(")電気事業従業者数の推計。電気事業(A, C, De, Ee)

のうちAとBのデ-タは『要覧』からえられる。Deと

Eeは,それぞれDとEから適当な方法で推計されなけ

ればならない　D-De+Dr, E-Ee+Erから次の式が

成り立つ。　De+Ee-(C十D十E)-(C十Dr+Er)す

なわも,　De十Ee-(C+D+E)一電気鉄道。　C,D,E

の従業者数のデータは『要覧』からえられるから,これ

から前項で推計された電気鉄道従業者数を差し引くこと

によって, De+Eeの従業者数を知ることができる。 『要

覧』は1907年から発表されているが,データの様式が

1932-33年の間で変わっている。したがって推計も別

々に行われる。

(a) 1907-1932年。電気卸売業B,Eは『要覧』の対

象となっていない。まず即ま次のようにして推計され

る。 Bの従業者数は1934年以後急激に増加している。

しかし1941年の『要覧』によって各会社の歴史を調べ
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ると, 1941年に存在するBの会社のうち,明治年間に

事業開始のものが5社,大正年間は15社,昭和年間は

30社となっている。かくてBはかなり古くから存在し

1932年までは緩かに増加したと思われる。いまかりに,

この期間のAの系列に一定値を乗じてみよう。その新

たな系列は,われわれがBについて期待したトレンドに

近い動きをみせる。そしてその一定値を0.04とすると

き'それは1934年以後のBの系列にうまく接続する。

このようにして,きわめて大胆な方法ではあるけれども,

この期問のBの従業者数はAの4%と仮定することに

する。

Eは長野電鉄1社のみであり,それは1928年に開業

している。 EのうちErの従業者数は『年報』からえら

れるo Eeはごくわずかであると思われるので無視するo

以上の方法にもとづいて各年次の電気事業の従業者数

がえられる。ところで『年報』では従業者のデ-タを欠

く会社はほとんどない。しかし『要覧』では従業者数を

報告しない会社がある1926年と1936年の2年につい

て, 『要覧』と『年報』から電気鉄道に属する同一の会社

を選び, Lそれらの会社の従業者数を集計すると, 『要覧』

からえられる数値が『年報』のそれを下回る。そこで電

気事業のわれわれの推計値を『国勢調査』によって修正

する。

(b) 1933-1941年。前の期間では従業者数は事業種

類別に集計されていた.がしかしこの期問では

ここで前の期間と比較してみると> w-(I)が前期間の電

気事業と電気鉄道の従業者の総数に連続するものと判断

される　w-(I)を事業種類別に分割しなければならない。

そのために, 1934, 1941年について会社別のデ-タを事

業種類別に集計し,事業種類別に従業者数の構成をもと

める1935-1940年の構成比は直線補間で推計し各年

次のM-(r-)(C乗じて事業種類別の従業者数をもとめる。

§3 1人当り賃金・俸給の推計　電気鉄道の賃金・俸

給は『年報』よりえられる。電気事業の賃金は『労働統

計実地調査』と『賃金毎月調査』から推計する。しかし

俸給のデ-タはない。これは電気鉄道の貸金と俸給との

割合を電気事業にも仮定して推計される。

(i)電気鉄道1人当り貸金・俸給の推計。電気事業

の推計の便宜のために. (1)全従業員1人当り貸金・俸

給支払額と並んで(2)職工賃金38)の系列も推計される。

(a) 1926-1941年。 『年報』の従業者の分葬は
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このうちM-Mを職員(重役をふくむ), (=)-(h)を職工と

みなすことができよう。また『年報』ではM-(hのそれ

ぞれの給料月額(きまって支給される給与)と諸給与月額

(きまって支給されない給与)とが報告されている。ここ

で,職工の給料月額を(2)職工賃金とみなす。次に全従

業員(職員,職工の合計)の給料月額と諸給与月額の合計

を前節で推計された従業者数で除した値をもとめる。こ

れが(1)全従業員1人当り賃金・俸給月額である。

(b) 1907-1925年。地方鉄道(電気電気・蒸気併

用以外のすべての事業をふくむ)のデ-タしかない。

1926年をベ-スに地方鉄道の系列とリンクして電気鉄

道の系列を推計する。このうち1907-18年には,諸給

与月額のデ-タがない。そこで1919年をベースに, 1

人当り給料月額の系列を諸給与をふくめるよう修正する。

以上で推計された電気鉄道の(1) 1人当り賃金・俸給

月額, (2)職工賃金月額に12を乗じ年額とするb

(ii)電気事業の賃金・俸給の推計。この推計もデ-メ

の関係から,いくつかの期間にわけて行われる。

(b) 1923-1938年。 『労働統計実地調査』では,電

気事業(電気供給事業)の貸金支払額(日額)がえられる。

ただしこれは3年間隔である。中間の年次は, 『貸金毎

月調査』におけるガス・電気・水道業の賃金とリンクし

て補間する。この結果に『毎月調査』における月平均作

業日数を乗じて,職工賃金月額を推計する。

職工貸金の系列から,全従業員1人当り貸金・俸給の

系列を推計する。そのために電気鉄道の職工賃金にたい

する全従業員1人当り賃金~・俸給月額の此率を各年次に

ついて算出し,これを電気事業の職工賃金の系列に乗じ

て1人当り貸金・俸給月額をうる。

(b) 1907-1922, 1939-1941年。この期問は,電気

事業の貸金デ-タがないので,電気鉄道の系列とリンク

して推計する。すなわち1923-38年における電気事業

の賃金・俸給の電気鉄道のそれに対する比率詔は,

」-1.34028 +0.00487 (t-1922)

このトレンドから上記の2つの期間の詔を推計し,それ

を電気鉄道の貸金・俸給月額に乗じて電気事業の系列を

もとめる。この結果に12を乗じて年額とする。

38)この職工賃金には, 「きまって支給されない給

与」をふくめない。それは次節で『労働統計実地調査』

から電気事業の貸金を推計するが,この統計の賃金阜こ

は「きまって支給されない給与」がふくまれていない,

と判断さ　れるためである。
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§4　生産所得の推計

(1)電気鉄道生産所得の推計。生産所得(附加価値額)

の推計は,基本的には次の方法で行われる。
oNP-収入一支出(利子,減価償却費控除) +直接税+貸金・俸給

NNP- GNP一減価償却費

デ-タは『年報』よりえられるが,支出には利子支払額,

減価償却費がふくまれていない。収入のうちの1項目に

「その他収入」があるが,それは兼業収入と政府補助金

をふくみ分離できないので,無視することにする。支出

のうち「その他支出」も同じ理由から無視する。推計は

地方鉄道,電気軌道に分けて行われる。

(a)地方鉄道。デ-タは1911年以後についてはほぼ

全年次についてえられる39)。

(b)電気軌道。デ-タは1913年以後についてえられ

る。それ以前は1913年における電気軌道と地方鉄道の

1人当り収入(または支出)の櫓差を1911-12年の地方

鉄道の1人当り収入(支出)に乗じて,電気軌道の1人当

り収入(支出)を推計し,この結果に従業者数を乗じて電

気軌道の収入(支出)がえられる。次に直接税は1911-

12,1914-25年ではえられない。これらの年次は収入と

支出の差に0.06を乗じて推計する。この数値は, 1913

年と1926年の(収入一支出)にたいする直接税の比率の

平均値である。

以上でえられた収入,支出,直接税について地方鉄道

と電気軌道を合計して電舞鉄道の収入,支出,直接税の

系列をうる。次に§2でもとめた電気鉄道の従業者数に

§3でえた1人当り貸金・俸給年額を乗ずれば,賃金・

俸給支払額がえられる。これらの数値をGNPの定義式

に代入して　GNPの系列を推計することができる。

『年報』では減価償却費の集計がなされていない。そ

こで1926,1936年をベンチ・マ-クとして, 『年報』の

会社別営業収支表から減価償却費を集計する。両年につ

いてGNPにたいする比率を算出すれば,それぞれ0.045,

0.065となる。 1927-35年についてはこの割合を直線補

間で推計し, 1925年以前と1937年以後は,それぞれ

1926年と1936年にひとしいと仮定する*-)n　この割合を

GNPに乗じて減価償却費の系列を推計する。これを

GNPから差し引いてNNPをうる。

(ii)電気事業生産所得の推計。 『要覧』の表章がしばし

39)デ-タは『年報』では1908年から存在するが,

1908-10年は便宜上§5で推計される。

40)厳密には資本ストックとリンクして推計する

のが望ましい。しかし産業別資本ストックの推計がな

いので,ここでは暫定的な方法を採用した。電気事業

についても同様である。
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ば変わるので,次のように5っの段階に分けて推計する。

項1期　　間l事業の種頬

(a) 1933-1941年{ABDeEe)。 NNPとGNPは次

の方法で推計される。

NNP-収入一支出(減価償却費をふくむ)+直接税+利子支払額

+賃金・俸給支払額
GNP- NNP+減価償却費

この期問では収入,支出の表章は次のとおりである。

収入

供給事業利益I他事業利益l事業外経常利益・臨時利益

イ　　　[　　ロ　　】

供給事業損失l他事業損失t事業外経常損失・臨時損失

蝣MMには供給事業に属すもののほか,他事業(電気鉄道

およびその他の事業)の経営に属すものがふくまれる。

これは蝣fと(ロ)のウェイト. &と(*)のウェイトで分割する。

直接税と利子支払額は1933以外の年についてデ-タが

ある。 1933年の直接税は1934年をベースに収入でリン

クし,利子支払額は社債・借入金でリンクして推計する。

賃金・俸給支払額は電気鉄道の場合と同様にもとめら

れる。また減価償却費は各年次についてデ-タがえられ

る。これらの数値からNNP,GNPがもとめられる。

(b) 1907-1932年(A)。推計の基本的な手続きは(a)

と同じである。収入と支出の表章は次の通りである。

収入

供給事業利益[兼業利益lその他利益

イ　　　[　ロ　】

供給事業抗失 兼業費lその他損失

ホ　　I　　　へ

H銅に・は兼業に属す部分がふくまれているので,それぞ

れ(4)と(U)のウェイト(=-)と(*)のウェイトで分割する。

Hの「その他損失」は(a)における「事業外経常損失・

臨時損失」にあたる。 (a)では直接税と利子支払額は,

L「事業外経常損失・臨時損失」にふくまれていたO　しか

し1932年以前の支出の構成を(a)の1933年以後のそれ

と此較することによって1932年以前では直接税と利子

支払額とが, 「その他損失」ではなく(I)または(*)にふく

まれるものと判断される.
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直接税,利子支払額,減価償却費は次の方法で推計さ

れる。直接税は(収入一支出)の4%,利子支払額は,社

債・借入金の6%と仮定する。ただし社債・借入金には

兼業の分がふくまれるとみるべきであるから,これに支

出における電気事業費と兼業費との構成比を乗じて,電

気事業の社債・借入金とする。 4%,6%なる数値は,也

ちろん(a)の場合を吟味することによってもとめられた。

ここで賃金・俸給支払額を推計すれば, NNPは容易

に算出される。減価償却費を簡単にNNPの4%と仮定

して推計し, GNPの系列をもとめる。

(c) 1907-1932年(B)c　この年次にはBのデータは

まったくない。そこですでに推計された従業者数とリン

クしてもとめる1933年におけるALの1人当り収入に

たいするBのそれの割合を, 1932年以前のAの1人当

り収入に乗じてBの1人当り収入をうる。これに§2で

推計されたBの従業者数を乗ずれば, Bの収入がえられ

る41)。 NNPも同様に推計される。

(d) 1911-1932年(AO。 Eeは1928年以後に存在する

がデ-タはない。しかし従業者数からみればきわめてわ

ずかなので,この期間のEeは無視する。

収入は(a)と同じ方法で推計される。支出の内訳は別

表のようになっている。電気事業損失のうちには, Deに

属す部分とDrに属すものとがあるから,これらを分割し

1911-1914年

1915-1932年

なければならない。他の事業AとCの損失の内訳をみる

と, 1911-14年の支出項目(=蝣)(*), 1915-32年のH-ォ」*)

wまAにはなくCだけに存在する。したがって上記の

支出項目は,すべてDrに属しDeには属さないと考え

られる。ここでCの支出の構成がDrのそれにひとしい

と仮定してCの支出の構成比品を刀のォ=-)+鍋,
に乗ずることによって, D,の支出がえられる1915-

41) NNPと共に収入も推計されるのは,附加価値

率を算出するた妙である。
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(7)

132年ではCの構成比両前前面両を刀の(W+(o)十

顔)十mに乗じてD,の支出をうるっ支出の合計(Wまた

・は(17))からDrの支出を差し引けばDeの支出がえられる.

「その他」((リ)または餅)にはDe Dr,兼業の分がふくま

れる。これを損失におけるA,Dr,兼業<mまたは㈲)

のウェイトで分割するo Deの支出は以上2つの合計と

fよる。

(e) 1907-1910年(A)。収入は(d)と同様に推計さ

れる。支出は1911年以後のような内容がわからない。

したがって(C)と同じ方法でNNPを直接推計する。た

だしこの期間におけるDeの1人当りNNPは, 1911年

以後のトレンドから目測によって推定する。これに従業

者数を乗じてDeのNNPを推計する。

以上(a)から(e)までの推計結果を恕合して,電気事業

のNNP,GNPの系列をつくることができる。

I.§5　主として明治時代の推計

以上の推計では,デ「タの都合から,電気事業・電気

鉄道の開業の年までさかのぼることはできなかった。以

下では1887-1906年の電気事業, 1895-1910年の電気

鉄道の推計が試みられる。

(i)電気鉄道の推計。 『日本帝国統計年鑑』では,

1898-1910年の電気鉄道の収入と支出のデ-タがえら

れる。一方従業者数は1907年以後についてすでに推計

されている。 1907-10年の4年間については, §4の(i)

とほぼ同様の手続きでNNP,GNPを推計することがで

きる。同統計書には1895年以後の電気鉄道の卓棟数の

データがあるO　そこで1895-1906年の従業者数とNNP

を1907-11年をべ-スに事柄数とリンクして推計する。

(ii)電気事業の推計。電気事業については1906年

以荊デ-タはほとんどない。しかし『要覧』から1903年

以後の電灯取付個数に, 『日本産業資料大系』から1887

-1900年の電ガ丁取付個数がえられる42)。 2つのデ-タ

は連続的である。 1901-2年は直線補間で推計する。従

業者数およびNNPをこの電灯取付個数にリンクして推

計する。

まず従業者数については, 1907-16年の10年間で

従業者数/電灯取付個数(㌶)は直線的に低下している。

42)原田登『電気事業五十年史』電気タイムス社

1922年　pp.637,665.
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これは次の関係で表わされる。

a;-10.06000-0.66909(<:-1906) (単位は人)

このトレンドから1906年以前の3;を算出し,それを電灯

取付個数に乗じて従業者数をうる。

また,同じ期間でNNP/電灯取付個数(y)は直線的に

低下しいてる。

^-10.20329-0.41878(^-1906) (単位は千円)

これから1906年以前のγを算出して電灯取付個数に乗

ずれば, NNPの系列がえられる。

このような間接的な推計には,大きな誤差がふくまれ

る危険がある。そこで推計結果を別の資料でチェックし

てみなければならない。 『東京電灯株式会社開業50年

史』の附属統計表から,東京電灯の開業以来の収入と支

出がえられる。いま推計の出発点である1887年をとろ

う。年次が古いほど推計上の誤差が大きいと思われるか

らである。またこの年には電気事業は東京電灯1社だけ

なので,われわれの推計結果と此較可能であるからでも

ある。附衷欄(4)から, 1887年のⅣⅣPの推計値は

18,000円である。一方東京電灯の営業収入は23,308円

である。ところで附加価値率は,同表(6)のにみられる

ように1907年から10年近くほぼ一定であ号。そこで

1907年から5年間の平均値78.5%を1887年にノ仮定し,

東京電灯の営業収入に乗ずるとNNPは18,297円とな

る。これはわれわれの推計値に非常に近いo Lかしもと

もと附加価値率の推定に無理があるから, 2つの数字が

一致することにあまり大きな意味をもたせることはでき

ない。それでも1906年以前における推計は,さほど真

実から遠いものではない,といえそうに思われる。

〔附記〕推計作業は梅村又次助教授の提案と指算のもと

で行なわれた。分析はその中間段階で,篠原・梅村・荒

ゼミナールで報告され,最終的段階では当研究所の研究

会で発表された,そのとき篠原三代平教授,梅村又次,

荒憲治郎,藤野正三郎,倉林義正助教授からえたコメン

トは非常に貴重であった。また当時Berkeley(US)在の

大川-司教授は原稿にたいして多くのコメントを送られ

たが,本稿には間に合わなかった。以上の諸先生に心か

らのお礼を申し上げたい。
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備考:ここで労働分配率-露悪一旦塑塑であ。, *文第7表の分配率≡軍票嘉禁とは概念が異るO(4)


